
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和３年３月２３日（火） ８：１６～８：２８ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：菅 義 偉 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

武 田 良 太 国務大臣（総務大臣） 

上 川 陽 子 国務大臣（法務大臣） 

茂 木 敏 充 国務大臣（外務大臣） 

萩生田 光 一 国務大臣（文部科学大臣） 

田 村 憲 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

野 上 浩太郎 国務大臣（農林水産大臣） 

梶 山 弘 志 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

赤 羽 一 嘉 国務大臣（国土交通大臣） 

小 泉 進次郎 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

岸 信 夫 国務大臣（防衛大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（内閣官房長官） 

平 沢 勝 栄 国務大臣（復興大臣） 

小此木 八 郎 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

河 野 太 郎 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

坂 本 哲 志 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

西 村 康 稔 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

平 井 卓 也 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

丸 川 珠 代 国務大臣（東京オリンピック・パラリンピック担当大臣，内閣府特命担当大臣） 

井 上 信 治 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：坂 井 学 内閣官房副長官 

岡 田 直 樹 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件      ３件 

○国会提出案件    ６件 

○政令       ２３件 

○人事        ５件 

○配布        ２件 

いずれも，案件表のとおり，決定等となった。 
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議事内容： 

○加藤国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

まず，閣議案件について，岡田副長官から御説明申し上げます。 

○岡田内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，予備費の使用に

ついて，御決定をお願いいたします。本件は，新型コロナウイルス感染症に係る現

下の状況に鑑み，戦略的な政府広報に必要な経費外１０件に，一般会計新型コロナ

ウイルス感染症対策予備費から約２兆１，６９２億円を使用するものであります。 

次に，「土地改良長期計画」について，御決定をお願いいたします。本件は，土地

改良法に基づき，令和７年度までの５年間における土地改良事業の実施の目標等を，

定めるものであります。本件につきましては，後程，農林水産大臣から御発言があ

ります。 

次に，質問主意書に対する答弁書６件について，お手元の資料のとおり，御決定

をお願いいたします。 

次に，政令４件について，御決定をお願いいたします。まず，「職員の服務の宣誓

に関する政令の一部を改正する政令」は，国家公務員法の規定に基づく服務の宣誓

について，任命権者等の面前での宣誓書への署名を不要とするものであります。 

次に，「警察官の職務に協力援助した者の災害給付に関する法律施行令」，「証人等

の被害についての給付に関する法律施行令」及び「海上保安官に協力援助した者等

の災害給付に関する法律施行令」の一部を改正する各政令は，警察官，海上保安官

の職務協力援助者に対する災害給付及び刑事事件の証人に対する被害給付におけ

る介護給付額を改定するものであります。 

次に，人事案件について，申し上げます。まず，専修大学経済学部教授野口旭を

日本銀行政策委員会審議委員に，日本銀行総務人事局長坂本哲也を日本銀行監事に，

それぞれ任命することについて，御決定をお願いいたします。 

次に，復興庁人事といたしまして，統括官石塚孝が国土交通省へ出向することを

承認することについて，御決定をお願いいたします。 

次に，裁判官人事といたしまして，判事兼簡易裁判所判事に任命するもの外３件

について，御決定をお願いいたします。 

次に，酒井健三外１５３名の叙位又は叙勲について，御決定をお願いいたします。 

次に，件名外案件について，申し上げます。「債務救済措置に関する書簡」をカメ

ルーンとの間に交換することについて，御決定をお願いいたします。本件は，主要

債権国会合の合意に基づく債務救済措置として，「独立行政法人国際協力機構」に対

するカメルーンの債務約９，０００万円について，支払いを猶予することを取り極

めるものであります。なお，本日の書簡交換まで不公表といたしたいので，御了承

をお願いいたします。 

次に，準備のための案件といたしまして，令和３年度予算の関連政令１９件等に

ついて，あらかじめ御決定をお願いいたします。本件は,当該予算等の成立を条件に

決定するもので，それまでの間，不公表扱いとなりますので，御了承をお願いいた

します。まず,復興庁及び文部科学省の各組織令の一部を改正する２政令は，所掌事
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務の的確な遂行を図るため，審議官等を新たに置く等の改正を行うものであります。 

次に，「東日本大震災財特法の厚生労働省関係規定の施行等に関する政令の一部

を改正する政令」は，災害援護資金の貸付けの特例の適用期間を令和４年３月３１

日まで延長するものであります。 

次に，「地域再生法施行令の一部を改正する政令」は，地域再生計画の記載事項と

して，重要港湾の港湾施設の整備に関する事業を追加するものであります。 

次に，「地震保険に関する法律施行令の一部を改正する政令」は，政府が締結する

地震再保険契約において支払うべき保険金を定める際の基準額の改定等を行うも

のであります。 

次に，「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行

令等の一部を改正する政令の一部を改正する政令」は，令和３年度における公立義

務教育諸学校の教職員定数の標準を定めるものであります。 

次に，「予防接種法施行令等の一部を改正する政令」は，生活保護法に基づく葬祭

扶助基準額の改定に伴い，同基準額を参照している予防接種法による葬祭料等の額

を引き上げるものであります。 

次に，「母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令の一部を改正する政令」は，母子事

業開始資金等の貸付限度額を引き上げるものであります。 

次に，「障害者総合支援法施行令の一部を改正する政令」は，同法に基づく自立支

援医療の支給要件等の経過的特例等を令和６年３月３１日まで延長するものであ

ります。 

次に，「介護保険法施行令等の一部を改正する政令」は，高額介護サービス費等の

支給要件及び支給額を見直すとともに，令和３年度から８年度までの財政安定化基

金に係る基金事業貸付金の償還期限の特例を設ける等の措置を講ずるものであり

ます。 

次に，「前期高齢者交付金及び後期高齢者医療の国庫負担金の算定等に関する政

令の一部を改正する政令」及び「令和３年度における高齢者の医療の確保に関する

法律による前期高齢者交付金及び前期高齢者納付金の額の算定に係る率及び割合

を定める政令」は，前期高齢者の偏在による保険者間の負担の不均衡を是正するた

め，令和３年度における負担調整の対象となる保険者の割合等及び財政調整の対象

外基準率等をそれぞれ定めるものであります。 

次に，「国民年金法施行令等の一部を改正する政令」は，令和２年度に算出された

名目手取り賃金変動率等を基準として，令和３年度における国民年金の保険料の改

定率等を定めるものであり，「恩給法による恩給改定率の改定等に関する政令」，「戦

傷病者戦没者遺族等援護法第８条の３第１項の改定率の改定に関する政令」，「国家

公務員共済組合法施行令等」及び「地方公務員等共済組合法施行令等の一部を改正

する等の政令等」の一部を改正する各政令は，公的年金の改定率等を基準として，

令和３年度における恩給，遺族年金，退職年金の年額等の改定率等を定めるもので

あります。 

次に，「土地改良法施行令の一部を改正する政令」は，災害が頻発する中，農用地
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の保全を図るため，決壊等により災害を生ずるおそれがあるため池の変更や統廃合

を行うための土地改良事業を新設し，都道府県の負担率についての規定の整備等の

措置を講ずるものであります。 

次に，「沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関する特

措法施行令の一部を改正する政令」は，平成２７年にアメリカ合衆国から返還を受

けたキャンプ瑞慶覧の旧西普天間住宅地区に係る特定給付金の支給の限度となる

期間を本年４月１日から７年間と定めるものであります。 

次に，人事案件について，申し上げます。内閣官房及び内閣府人事といたしまし

て，お手元に配布しております資料のとおり承認することについて，御決定をお願

いいたします。その主な内容は，内閣府に新設される科学技術・イノベーション推

進事務局長に内閣官房内閣審議官赤石浩一を充てるものであります。 

〇加藤国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，農林水産大臣。 

〇野上国務大臣：土地改良長期計画は，土地改良法に基づき，５年を１期として，土

地改良事業の実施の目標及び事業量を定めるものです。今回の新たな計画において

は，「生産基盤の強化による農業の成長産業化」，「多様な人が住み続けられる農村

の振興」，「農業・農村の強靱化」の３つの政策課題を設定し，スマート農業実装の

加速化，防災重点農業用ため池に係る防災対策の集中的かつ計画的な推進，流域治

水の推進などを図ることとしています。関係閣僚の皆様におかれましては，今後と

も，国内の需要や輸出に対応できるよう農業生産基盤の強化等を図る土地改良事業

の計画的な実施に格段の御協力と御配慮をお願い申し上げます。 

〇加藤国務大臣：次に，私から，独立行政法人の長の人事について，申し上げます。

独立行政法人国立公文書館長加藤丈夫は，３月３１日付けで任期満了となりますが，

その後任に前早稲田大学総長鎌田薫を４月１日付けで任命いたしたいので御了解

願います。 

次に，総務大臣。 

〇武田国務大臣：国立研究開発法人情報通信研究機構の理事長につきまして，別紙の

とおり任命いたしたいので，御了解願います。 

〇加藤国務大臣：次に，財務大臣。 

〇麻生国務大臣：３月３１日に任期満了となる独立行政法人酒類総合研究所，独立行

政法人造幣局及び独立行政法人国立印刷局の理事長につきまして，別紙のとおり任

命いたしたいので，御了解願います。 

〇加藤国務大臣：次に，文部科学大臣。 

〇萩生田国務大臣：独立行政法人国立特別支援教育総合研究所をはじめ８の独立行政

法人の長，国立大学法人室蘭工業大学をはじめ２４の国立大学法人の長及び大学共

同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構をはじめ２の大学共同利用機関法人

の長につきまして，別紙のとおり任命いたしたいので，御了解願います。 

〇加藤国務大臣：次に，厚生労働大臣。 

〇田村国務大臣：国立研究開発法人国立がん研究センターをはじめ６法人の長につい

て，別紙のとおり任命いたしたいので，御了解願います。 
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〇加藤国務大臣：次に，農林水産大臣。 

〇野上国務大臣：独立行政法人家畜改良センターをはじめ５法人の長につきまして，

別紙のとおり任命いたしたいので，御了解願います。 

〇加藤国務大臣：次に，経済産業大臣。 

〇梶山国務大臣：独立行政法人製品評価技術基盤機構理事長辰巳敬は，３月３１日付

けで任期満了となりますが，その後任に東北大学未来科学技術共同研究センター長

兼教授長谷川史彦を４月１日付けで任命いたしたいので，御了解願います。 

〇加藤国務大臣：次に，国土交通大臣。 

〇赤羽国務大臣：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構外４法人の長につき

まして，別紙のとおり任命いたしたいので，御了解願います。 

〇加藤国務大臣：次に，環境大臣。 

〇小泉国務大臣：国立研究開発法人国立環境研究所理事長渡辺知保氏は，３月３１日

に任期満了となりますが，その後任として，東京大学大気海洋研究所教授木本昌秀

氏を４月１日付けで任命いたしたいので，御了解願います。 

〇加藤国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

  引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

御発言はございますか。 

  無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和３年 

３月 23日 

◎ 一 般 案件

○ 令和２ 年 度 一般 会計 新 型 コロ ナウ イ ル ス感 染症 対

策 予 備費 使 用（ １ １ 件） につ い て （決 定）

（ 財 務 省 ） 

〃 ○土 地 改良 長 期 計画 につ い て （決 定 )( 農 林 水 産 省）

◎ 国 会 提出 案件

1. 衆 議 院 議員 屋 良 朝博 （立 民 ） 提出 沖縄 振 興 特

定 事 業推 進 費等 に 関 する 第３ 回 質 問に 対す る

答 弁 書に つ いて （ 決 定）   （ 内 閣府 本府 ）

○ 1. 衆 議 院議 員 源 馬謙 太郎 （ 立 民） 提出 選 択 的夫

婦 別 氏 に関 する 質 問 に対 する 答 弁 書に つい て

（ 決 定 ）            （法 務省 ）

1. 衆 議 院議 員櫻 井 周 （立 民） 提 出 東京 オリ ン ピ

ッ ク ・パ ラ リン ピ ッ クを 契機 と し て我 が国 に

お け る性 的 指向 に よ る差 別を 解 消 する ため の

法 整 備に 関 する 質 問 に対 する 答 弁 書に つい て

（ 決 定）             （ 同上 ）

1. 衆 議 院議 員松 原 仁 （立 民） 提 出 中国 によ る チ

ベ ッ ト人 へ の人 権 侵 害に 関す る 質 問に 対す る

答 弁 書に つ いて （ 決 定）         （ 外 務省 ）

1. 衆 議 院議 員山 井 和 則（ 立民 ） 提 出日 本銀 行 審

議 委 員へ の 資産 運 用 会社 関係 者 の 就任 等に 関

す る 質問 に 対す る 答 弁書 につ い て （決 定）

（ 財 務 省 ） 

1. 参 議 院議 員牧 山 ひ ろえ （立 憲 ） 提出 外国 人 技

能 実 習制 度 をめ ぐ る 各種 のト ラ ブ ルに 関す る

質 問 に対 す る答 弁 書 につ いて （ 決 定）

（ 厚 生 労 働省） 

（ 火 ）閣 議 案 件

資 料
あ り  

資 料
あ り

〔 別 添 〕
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◎ 政  令 

○ 職 員の 服 務の 宣 誓 に関 する 政 令 の一 部を 改 正 する 

政 令 （ 決 定 ）           （ 内閣 官 房 ） 

〃  ○ 警察 官の 職 務 に協 力援 助 し た者 の災 害 給 付に 関す  

る 法 律 施 行 令の 一 部 を改 正す る 政 令（ 決定 ）     

（ 警 察庁 ・ 財務 省 ） 

〃  ○ 証人 等の 被 害 につ いて の 給 付に 関す る 法 律施 行令  

の 一 部 を 改 正す る 政 令（ 決定 ） （ 法務 ・財 務 省 ） 

〃  ○ 海上 保安 官 に 協力 援助 し た 者等 の災 害 給 付に 関す  

る 法 律 施 行 令の 一 部 を改 正す る 政 令（ 決定 ） 

（ 国 土 交 通・財 務 省 ） 

 

◎ 人  事 

○ 野 口  旭 外１ 名 を 日本 銀行 政 策 委員 会審 議 委 員等

に 任 命 す る こと に つ いて （決 定 ） 

〃  ○ 各 府 省幹 部 職 員の 任免 に つ き， 内閣 の 承 認を 得る

こ と に つ いて （ 決 定） 

☆ 柴 田義 人 外８ ０ 名 を判 事兼 簡 易 裁判 所判 事 等 に任

命 す る こ と につ い て （決 定） 

☆ 元 大蔵 事 務官 酒 井 健三 外１ ５ ３ 名の 叙位 又 は 叙勲

に つ い て （ 決定 ） 

 

◎ 配  布         

☆ 千 葉 県 知事選 挙 結 果調        （ 総 務 省） 

☆ 千 葉 市 長選挙 結 果 調          （ 同 上） 

 

 

〔 ○ 署 名あ り  ☆ 署 名な し〕    

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  

資 料  
あ り  
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令和３年 

３月 23日 

 

◎ 一 般 案件 

○ 債 務救 済 措置 （ 債 務支 払猶 予 方 式） に関 す る 日本  

国 政 府 と カ メル ー ン 共和 国政 府 と の間 の書 簡 の 交  

換 に つ い て （決 定 ）         （外 務 省 ） 

 

 

〔 ○ 署 名あ り  ☆ 署 名な し〕 

 

資 料  
な し  

（ 火 ）   件 名 外 案 件 
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令和３年 

                 ３月 23日 

 

◎ 政  令 

  ○ 復興 庁組 織 令 の一 部を 改 正 する 政令 （ 決 定）     
（ 復 興 庁）  

〃  ○文 部 科学 省 組 織令 の一 部 を 改正 する 政 令 （決 定）   
（ 文 部 科学省 ）  

〃  ○ 東日 本大 震 災 に対 処す る た めの 特別 の 財 政援 助及  

び 助 成 に 関 する 法 律 の厚 生労 働 省 関係 規定 の 施 行   

等 に 関 す る 政令 の 一 部を 改正 す る 政令 （決 定 ）    
（ 内 閣 府本 府・ 財 務 省）  

〃  ○地 域 再生 法 施 行令 の一 部 を 改正 する 政 令 （決 定）   
（ 内 閣 府 本府）  

〃  ○ 地震 保険 に 関 する 法律 施 行 令の 一部 を 改 正す る政  

令 （ 決 定 ）             （財 務 省 ）  
〃  ○ 公立 義務 教 育 諸学 校の 学 級 編制 及び 教 職 員定 数の   

標 準 に 関 す る法 律 施 行令 等の 一 部 を改 正す る 政 令  

の 一 部 を 改 正す る 政 令（ 決定 ）  
（ 文 部 科 学・財 務 省 ）  

〃  ○ 予防 接種 法 施 行令 等の 一 部 を改 正す る 政 令     

（ 決 定 ）         （ 厚 生 労働 ・財 務 省 ）  
〃  ○ 母子 及び 父 子 並び に寡 婦 福 祉法 施行 令 の 一部 を改  

正 す る 政 令 （決 定 ）          （ 同 上 ）  
〃  ○ 障害 者の 日 常 生活 及び 社 会 生活 を総 合 的 に支 援す  

る た め の 法 律施 行 令 の一 部を 改 正 する 政令     

（ 決 定 ）               （ 同 上 ）  
〃  ○ 介護 保険 法 施 行令 等の 一 部 を改 正す る 政 令     

（ 決 定 ）               （ 同 上 ）  
〃  ○ 前期 高齢 者 交 付金 及び 後 期 高齢 者医 療 の 国庫 負担  

金 の 算 定 等 に関 す る 政令 の一 部 を 改正 する 政 令    

（ 決 定 ）               （ 同 上 ）  
〃  ○ 令和 ３年 度 に おけ る高 齢 者 の医 療の 確 保 に関 する  

法 律 に よ る 前期 高 齢 者交 付金 及 び 前期 高齢 者 納 付  

金 の 額 の 算 定に 係 る 率及 び割 合 を 定め る政 令    

（ 決 定 ）               （ 同 上 ）  

資 料  
あ り  

（ 火 ）  準 備 の た め 
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 ○ 国 民 年金法 施 行 令等 の一 部 を 改正 する 政 令     

（ 決 定 ）         （ 厚 生 労働 ・財 務 省 ）  
〃  ○ 恩給 法に よ る 恩給 改定 率 の 改定 等に 関 す る政 令の  

一 部 を 改 正 する 政 令 （決 定）  （ 総務 ・財 務 省 ）  
〃  ○ 戦傷 病者 戦 没 者遺 族等 援 護 法第 ８条 の ３ 第１ 項の  

改 定 率 の 改 定に 関 す る政 令の 一 部 を改 正す る 政 令   

（ 決 定 ）         （ 厚 生 労働 ・財 務 省 ）  
〃  ○ 国家 公務 員 共 済組 合法 施 行 令等 の一 部 を 改正 する  

政 令 （ 決 定 ）            （財 務 省 ）  
〃  ○ 地方 公務 員 等 共済 組合 法 施 行令 等の 一 部 を改 正す   

る 等 の 政 令 等の 一 部 を改 正す る 政 令（ 決定 ）  
（ 総 務 省 ）  

〃  ○ 土地 改良 法 施 行令 の一 部 を 改正 する 政 令 （決 定）  

（ 農 林 水 産・財 務 省 ）  
〃  ○ 沖縄 県に お け る駐 留軍 用 地 跡地 の有 効 か つ適 切な  

利 用 の 推 進 に関 す る 特別 措置 法 施 行令 の一 部 を 改   

正 す る 政 令 （決 定 ）      （ 防衛 ・財 務 省 ）  
 

◎ 人  事  
○ 各 府 省 幹部 職 員 の任 免に つ き ，内 閣の 承 認 を得 る  

こ と に つ いて （ 決 定）  
 

 
〔 ○ 署 名あ り  ☆ 署 名な し〕 

 
 

 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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